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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第76期
第１四半期
累計(会計)期間

第77期
第１四半期
累計(会計)期間

第76期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
６月30日

自平成22年
４月１日
至平成22年
６月30日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 2,677,0571,451,9078,322,202

経常利益又は経常損失（△）

（千円）
157,622△23,465 510,722

四半期（当期）純利益又は四半期純損失（△）（千円） 64,161 △37,872 278,337

持分法を適用した場合の投資利益（千円） － － －

資本金（千円） 1,003,1251,003,1251,003,125

発行済株式総数（千株） 10,821.710,821.710,821.7

純資産額（千円） 7,968,1837,991,3878,137,659

総資産額（千円） 15,141,59212,502,17613,096,438

１株当たり純資産額（円） 751.72 753.91 767.71

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円）
6.05 △3.57 26.26

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額（円） － － －

１株当たり配当額（円） － － 7.50

自己資本比率（％） 52.6 63.9 62.1

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△1,699,863△21,096 943,342

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△105,913 △6,773 △160,107

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
1,088,764△139,155△275,380

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（千円） 2,161,9583,219,0513,386,520

従業員数（人） 260 253 256

　（注）１．当社は、連結財務諸表を作成していませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については記

載していません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載していません。

４．第76期第１四半期累計（会計）期間及び第76期は、潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載していません。

５．第77期第１四半期累計（会計）期間は、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当た

り四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため、記載していません。
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２【事業の内容】

　当第１四半期会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。

３【関係会社の状況】

　該当事項はありません。

４【従業員の状況】

提出会社の状況

 平成22年６月30日現在

従業員数（人） 253 (－)

（注）従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数については、従業員数の100分の10未満のため、記載を省略しています。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

当社は、全ての製品が一品一様の受注生産で事業部門別の組織とはならず、単一セグメントとなっています。よって、

セグメントごとに記載することはできません。

(1）生産実績

品目別
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同期比（％）

塗工機械（千円） 1,453,744 111.4

化工機械（千円） 46,199 1,742.7

その他（千円） 40,041 232.5

合計（千円） 1,539,984 116.2

　（注）１．金額は販売価格によっています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(2）受注状況

品目別

当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円）　　 前年同期比（％）

塗工機械 3,379,783 209.8 3,833,474 128.4

化工機械 2,421,460 82,926.7 2,480,980 2,347.6

その他 52,484 141.1 26,260 192.7

合計 5,853,727 354.5 6,340,714 204.2

　（注）１．金額は販売価格によっています。

２．上記の金額には、消費税等は含まれていません。
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(3）販売実績

品目別
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

前年同期比（％）

塗工機械（千円） 1,371,210 52.0

化工機械（千円） 43,840 722.2

その他（千円） 36,857 109.4

合計（千円） 1,451,907 54.2

　（注）１．上記金額には消費税等は含まれていません。

２．当第１四半期会計期間の輸出販売高及び輸出割合は、次のとおりです。

前第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

輸出販売高（千円） 輸出割合（％） 輸出販売高（千円） 輸出割合（％）

530,330 19.8 473,903 32.6

３．主な輸出先及び輸出販売高に対する割合は、次のとおりです。

輸出先
前第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

輸出先
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

中国（％） 54.9 韓国（％） 85.3

韓国（％） 43.9 その他（％） 14.7

その他（％） 1.2 　     

合計（％） 100.0 合計（％） 100.0

４．主な相手先別の販売実績及び総販売実績に対する割合は、次のとおりです。

相手先

前第１四半期会計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日） 相手先

当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

Ｔ社　　 1,049,600 39.2Ｓ社　　 798,358 55.0

Ｋ社 845,000 31.6
株式会社サング

リーン
341,088 23.5

ＮＥ社 292,240 10.9　         

※Ｔ社、Ｋ社、ＮＥ社及びＳ社との間には、秘密保持契約が締結されているため、社名の公表は控えさせてい

ただきます。

２【事業等のリスク】

　当第１四半期会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価証券報告書

に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 
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３【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において判断したものです。

(1）業績の概況

　わが国経済は、今年の3月を底として「緩やかな回復基調にある」との日銀による景気判断が発表されましたが実

情は、新興国向け輸出や政府の経済対策が主導したもので、今後の各国の政策や景気の動向に依存するところが大

きく、まだまだ先行きが不透明な状況です。この様な環境下で、中国向けなど自動車、鉄鋼や半導体関連で明るさが

見られますが、内需向け生産設備は、漸くリーマンショック以前の稼働率に戻りつつある状況であり、新たな設備投

資には、まだ暫く時間が必要と思われます。

　売上高は、14億51百万円(前年同期比45.8％減)、売上総利益は、１億39百万円(前年同期比52.9％減)となり、売上総

利益率は、9.6％（前年同期比1.5ポイント減）となりました。これは前期のリーマンショック後の受注減の影響を

大きく受けたことにより、当第１四半期の売上が減少いたしました。全社的なコストダウンに努めましたが、販売費

及び一般管理費は、１億71百万円(前年同期比18.0％増)となり、これは主に展示会費、支払手数料や人件費の増加に

よるものですが、営業損失は、31百万円（前年同期は営業利益151百万円）、経常損失は、23百万円（前年同期は経常

利益157百万円）、四半期純損失は、37百万円（前年同期は四半期純利益64百万円）となりました。

　最終製品別売上高を見ると薄型表示部品関連機器は、４億55百万円（前年同期比72.9％増）となりました。これは

中国特需やエコポイントによる液晶テレビの需要増による光学フイルムの生産の回復によるものです。

　機能性紙・フイルム関連塗工機器は、比較的新規設備投資が行われている業界ですが、当社としてこの四半期の売

上は、１億８百万円（前年同期比95.3％減）となりました。

　エネルギー関連機器は、８億１百万円（前年同期は73百万円）となりました。これは地球環境保全の観点からハイ

ブリッド車や電気自動車用二次電池製造設備、燃料電池関連の製造設備、太陽光発電パネル用バックシート製造設

備など本格的に量産を進めるための新規設備投資や開発的な設備が出始めたことによるものです。

　受注高は、58億53百万円(前年同期比254.5％増)、その内輸出受注高は39億80百万円と大きく増加しました。また、

受注残高は63億40百万円(前年同期比104.2％増)、その内輸出受注残高は40億53百万円となりました。

　これは、景気回復が著しい台湾、韓国や中国などを中心に積極的な営業展開の実施や、一部国内での光学フイルム

関連の投資再開により、前第４四半期に比べ、当四半期は7.4倍の受注を獲得することが出来ました。また、当社滋賀

工場でのテスト機を使用した、顧客との開発実験の回数も前期と比べ、１割程度増加しており、今後の受注に期待を

したいと考えています。しかし、装置の受注金額の点については、中国市場を最終需要先とした国内企業を含め、台

湾、韓国や中国の企業に対して大変厳しい状勢で、しかも急激な円高等は、今後の受注や収益に大きく影響すると思

われます。

　主な最終製品で見る受注の傾向は、光学フイルム関連、エネルギー関連、ハードコートフイルム関連の塗工乾燥機

器が大きく増加しています。今後は、地球環境や低炭素社会という時代の要請や国策に沿った、環境及びエネルギー

関連のリチウムイオン電池、燃料電池、太陽光発電用パネル用バックシート、LED関連など世界中で景気浮揚策とし

て実施されている有望な分野への積極的な営業展開を計ってまいります。　

　なお、上記の金額には、消費税等は含まれていません。また、当社は単一セグメントのため、セグメントごとの業績

等は記載していません。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の期末残高は、32億19百万円(前年同

期末は21億61百万円）となりました。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は、21百万円(前年同期は使用した資金16億99百万円）となりました。これは主に

仕入債務の減少によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は、６百万円(前年同期は使用した資金１億５百万円）となりました。これは主に

有形固定資産の取得によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動の結果使用した資金は、１億39百万円(前年同期は得られた資金10億88百万円）となりました。これは

主に長期借入金の返済による支出です。

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

(4）研究開発活動

　当第１四半期会計期間の研究開発活動に要した費用は、総額18,256千円となりました。

　なお、当第１四半期会計期間における研究開発活動の状況に重要な変更はありません。また、当社は単一セグメン

トのため、セグメントごとの研究開発活動については記載していません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

(2）設備の新設、除却等の計画

　該当事項はありません。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成22年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年８月11日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 10,821,720 10,821,720
大阪証券取引所

市場第２部

単元株式数

1,000株

計 10,821,720 10,821,720 － －

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成22年４月１日～

平成22年６月30日
－ 10,821,720 － 1,003,125 － 515,858

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、株主名簿を確認した結果、当第１四半期会計期間において大株主の

異動はありません。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 平成22年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 221,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 10,549,000 10,549 －

単元未満株式 普通株式 51,720 － －

発行済株式総数 10,821,720 － －

総株主の議決権 － 10,549 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,000株（議決権の数１個）含まれて

います。

②【自己株式等】

 平成22年６月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％）

井上金属工業株式

会社

大阪市中央区久太

郎町二丁目５番28

号

221,000 － 221,000 2.04

計 － 221,000 － 221,000 2.04

 

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月

最高（円） 550 518 410

最低（円） 474 378 330

　（注）　最高、最低株価は、大阪証券取引所市場第２部によるものです。

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について

　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期会計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日ま

で）は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び前第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸

表並びに当第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び当第１四半期累計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表について、暁監査法人による四半期レビューを受け

ております。

３．四半期連結財務諸表について

　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,319,051 3,486,520

受取手形及び売掛金 4,068,226 4,491,915

仕掛品 119,107 43,689

原材料及び貯蔵品 45,518 31,696

その他 121,119 106,233

流動資産合計 7,673,023 8,160,055

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,021,746 1,034,098

機械及び装置（純額） 427,637 445,683

土地 1,836,867 1,836,867

その他（純額） 158,997 163,374

有形固定資産合計 ※
 3,445,249

※
 3,480,023

無形固定資産 50,393 54,502

投資その他の資産

投資有価証券 792,537 885,080

その他 547,872 523,676

貸倒引当金 △6,900 △6,900

投資その他の資産合計 1,333,510 1,401,857

固定資産合計 4,829,153 4,936,383

資産合計 12,502,176 13,096,438

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,229,750 2,448,152

短期借入金 601,434 627,764

未払法人税等 － 128,592

前受金 39,585 21,787

引当金 47,307 79,430

その他 218,563 216,140

流動負債合計 3,136,639 3,521,866

固定負債

長期借入金 188,080 257,497

退職給付引当金 519,421 521,665

資産除去債務 8,898 －

その他 657,750 657,750

固定負債合計 1,374,149 1,436,912

負債合計 4,510,789 4,958,779
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（単位：千円）

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 1,003,125 1,003,125

資本剰余金 515,858 515,858

利益剰余金 5,636,863 5,727,736

自己株式 △107,470 △107,470

株主資本合計 7,048,377 7,139,249

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △1,592 53,807

土地再評価差額金 944,602 944,602

評価・換算差額等合計 943,009 998,410

純資産合計 7,991,387 8,137,659

負債純資産合計 12,502,176 13,096,438
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（２）【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

売上高 2,677,057 1,451,907

売上原価 2,380,390 1,312,126

売上総利益 296,667 139,781

販売費及び一般管理費 ※1
 145,365

※1
 171,502

営業利益又は営業損失（△） 151,301 △31,721

営業外収益

受取利息 1,683 859

受取配当金 10,017 9,586

その他 2,354 1,968

営業外収益合計 14,055 12,414

営業外費用

支払利息 5,398 2,652

その他 2,336 1,505

営業外費用合計 7,735 4,158

経常利益又は経常損失（△） 157,622 △23,465

特別利益

投資有価証券売却益 1,042 －

特別利益合計 1,042 －

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 22,998

特別損失合計 － 22,998

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失（△） 158,664 △46,463

法人税等 ※2
 94,503

※2
 △8,590

四半期純利益又は四半期純損失（△） 64,161 △37,872
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（３）【四半期キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益又は税引前四半期純損失
（△）

158,664 △46,463

減価償却費 40,107 41,622

受取利息及び受取配当金 △11,701 △10,446

支払利息 5,398 2,652

投資有価証券売却損益（△は益） △1,042 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 22,998

売上債権の増減額（△は増加） 25,385 423,688

たな卸資産の増減額（△は増加） 1,277,461 △89,239

仕入債務の増減額（△は減少） △2,135,192 △222,509

前受金の増減額（△は減少） △638,060 17,797

その他 35,394 △30,671

小計 △1,243,583 109,428

利息及び配当金の受取額 11,701 10,446

利息の支払額 △5,398 △2,652

法人税等の支払額 △462,582 △138,318

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,699,863 △21,096

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △105,954 △4,894

投資有価証券の取得による支出 － △723

投資有価証券の売却による収入 2,700 －

その他 △2,659 △1,154

投資活動によるキャッシュ・フロー △105,913 △6,773

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 1,000,000 －

長期借入れによる収入 300,000 －

長期借入金の返済による支出 △143,390 △95,747

配当金の支払額 △67,845 △43,408

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,088,764 △139,155

現金及び現金同等物に係る換算差額 75 △443

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △716,937 △167,468

現金及び現金同等物の期首残高 2,878,896 3,386,520

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 2,161,958

※
 3,219,051
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【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計

基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適

用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用してい

ます。

　これにより、営業損失及び経常損失は影響がなく、税引前四半期純損失は、

22,998千円増加しています。また、当会計基準等の適用開始による資産除去債

務の変動額は22,998千円です。

【簡便な会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１．固定資産の減価償却費の算定方法 　定率法を採用している固定資産については、事業年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっています。

２．棚卸資産の評価方法 　当第１四半期会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前

事業年度末の実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法に

よっています。

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

 
当第１四半期会計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

税金費用の計算 　税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期

純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半

期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しています。なお、法人税等調整

額は、「法人税等」に含めて表示しています。
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

※　有形固定資産の減価償却累計額は、1,948,837千円で

す。

※　有形固定資産の減価償却累計額は、1,907,215千円で

す。

 

（四半期損益計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりです。

給料 70,223千円

賞与引当金繰入額 7,575 

役員賞与引当金繰入額 3,450 

退職給付費用 4,014 

給料 73,467千円

賞与引当金繰入額 8,346 

退職給付費用 4,243 

※２　当第１四半期会計期間における法人税、住民税及び事

業税と法人税等調整額を一括して「法人税等」に表

示しています。

※２　当第１四半期会計期間における法人税、住民税及び事

業税と法人税等調整額を一括して「法人税等」に表

示しています。

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年６月30日現在） （平成22年６月30日現在）

 （千円）

現金及び預金勘定 2,261,958

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000

現金及び現金同等物 2,161,958
 

 （千円）

現金及び預金勘定 3,319,051

預入期間が３か月を超える定期預金 △100,000

現金及び現金同等物 3,219,051
 

EDINET提出書類

井上金属工業株式会社(E01628)

四半期報告書

17/22



（株主資本等関係）

当第１四半期会計期間末（平成22年６月30日）及び当第１四半期累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年

６月30日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　10,821千株

２．自己株式の種類及び株式数

　普通株式　　 221千株

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４．配当に関する事項

　配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日

定時株主総会
普通株式 52,999 5 平成22年３月31日平成22年６月28日利益剰余金

（金融商品関係）

記載すべき事項はありません。

（有価証券関係）

記載すべき事項はありません。

（デリバティブ取引関係）

記載すべき事項はありません。

（持分法損益等）

該当事項はありません。

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（資産除去債務関係）

記載すべき事項はありません。

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

当社は、機械器具製造業の単一セグメントであるため、記載を省略しています。

　

（追加情報）

　当第１四半期会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年

３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平

成20年３月21日）を適用しています。 

　

（賃貸等不動産関係）

記載すべき事項はありません。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期会計期間末
（平成22年６月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 753.91円 １株当たり純資産額 767.71円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

１株当たり四半期純利益金額 6.05円 １株当たり四半期純損失金額 3.57円

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため、記載していません。

なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が

存在しないため、記載していません。

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日）

当第１四半期累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日）

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）       64,161       △37,872

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円）
      64,161       △37,872

期中平均株式数（千株）       10,599       10,599

（重要な後発事象）

該当事項はありません。

２【その他】

役員賞与の算定方法

平成19年３月期より法人税法の改正により一定の要件を満たす役員賞与が損金として認められることになりま

した。当社は、監査役会設置会社のため、利益連動給与の支給を採用することを平成19年６月の取締役会にて決議

し、そのための要件として平成23年３月期における役員賞与の算定方法を四半期報告書に開示しております。

①当社の役員賞与の支給総額は次のとおりとする。

ｉ個別財務諸表における損益計算書の経常利益が350,000千円以下の場合は支給しない。

ii個別財務諸表における損益計算書の経常利益が350,000千円を超えた場合は、経常利益の2.2％（当期上限枠

123,000千円）を支給する。ただし、役員報酬総額（役員給与及び役員賞与の合計額）は、株主総会の役員報酬の

限度額を超えないものとする。

②監査役会の承認

　監査役会設置会社のため、監査役の過半数が算定方法について適正である旨を記載した書面を受領している。

③当社の役員賞与の各役員への配分方法

取締役社長 役員賞与総額の37％ １名

専務取締役 役員賞与総額の32％ １名

常務取締役 役員賞与総額の29％ １名

取締役 役員賞与総額の１％ ２名

　ただし、非常勤の取締役は支給の対象としない。

　取締役の各役職は、平成22年６月の取締役会で選任されたすべての業務執行役員とし、その後の昇格・降格が

あった場合でも配分割合は変更しない。

　上記の役員賞与は、法人税法、会計基準などで要求されている要件を満たすことが前提となるが、これらを満た

すことが困難であると認められた場合は、取締役会決議により役員賞与を支給しないことを決議できるものとす

る。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成21年８月11日

井上金属工業株式会社

取締役会　御中

暁監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 沖　祐治　　印

 業務執行社員  公認会計士 津田穂積　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている井上金属工業株式会

社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第76期事業年度の第１四半期会計期間（平成21年４月１日から平成21

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、井上金属工業株式会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年８月10日

井上金属工業株式会社

取締役会　御中

暁監査法人

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 沖　祐治　　印

 業務執行社員  公認会計士 津田穂積　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている井上金属工業株式会

社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第77期事業年度の第１四半期会計期間（平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで）及び第１四半期累計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この

四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明する

ことにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、井上金属工業株式会社の平成22年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終

了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　「四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載されているとおり、会社は当第１四半期会計期間

より「資産除去債務に関する会計基準」及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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